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Abstract
　The employment of high school graduates was investigated using data from 
the Basic School Survey conducted annually by the Japanese Ministry of 
Education. This focused on the graduates of Commercial High Schools as these 
schools have not achieved their intended purpose of training office workers, and 
are decreasing in number.
　Occupations were sorted by graduates of Commercial and Technical High 
Schools, and by prefecture. Additionally, the data from Aichi and Kochi 
Prefectures were analyzed to determine the employment status of graduates.
　As Commercial High Schools have neither served a useful role, nor their 
original purpose, it is suggested that their curriculum be revised into one that is 
more useful to students.

1．　はじめに

　我が国の高等学校商業科卒業者における就職について，商業科はこれまで簿記会計を中

＊ 1　いぬい　もとひさ：大阪国際大学大学院経営情報学研究科博士後期課程〈2017. 11. 30 受理〉
＊ 2　うえまつ　こうゆう：大阪国際大学グローバルビジネス学部教授
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心とした伝統的な商業教育により事務職の養成機関（参考文献 1）として，昭和 23 年の新
制高等学校発足以来戦後の復興期から高度成長期を経て今日まで経済社会に有能な人材を
送り出してきた．
　高等学校商業科卒業の就職者は今日までの経済社会にどのような役割を果たしてきたの
かを振り返ると，戦後から高度成長期にかけては即戦力として地元企業の経理をはじめと
する事務担当者，信用金庫・信用組合，地方公務員，家業など地域に密着した就職が多数
を占めており（参考文献 11），経済社会でも高等学校商業科の卒業者は重宝されていた．高
度成長期が終わりバブル経済期には，商業科卒業就職者の職種も多様化され，必ずしも事
務職に就くことはなく，商業科で修得した専門的な知識・技能が直接活かせる状況では無
くなりつつあったが，バブル経済期であるがため就職状況は厳しいものではなかった（参
考文献 11）．1990 年代前半のバブル崩壊以降失われた 20 年と呼ばれる平成不況の低成長期
には，高等学校新卒者の求人倍率が著しく低下し，また，経済の仕組みが複雑化され，学
生の就職先および職種もより多様化され，高等学校商業科は事務職の人材養成機関では無
くなりつつある．また，今日の我が国では大学全入時代を迎え，高学歴化による中学生の
普通科志向が高くなっており，商業科を設置する高等学校への志願者数は減少し商業科を
設置する高等学校数も減少しているのが現状である．
　こうした状況下，本来高等学校卒業者が担う職種に大学卒業者が就くという職種の高学
歴化も進んだ．商業科卒業者の就職における職種においてもこの傾向は顕著に表れ，商業
科卒業者が習得した簿記会計を中心とする知識を事務職での就職で活かすという機会が失
われている関係上，大学，専門学校に進学する割合が増加していった．また，事務職の職
務における OA 化が常識となり事務職の求人数が減少しているのも影響している（参考文
献 10）．このように商業科卒業者は就職における職種においては事務職従事割合が 2000 年
より年々低下してきており，商業科の事務従事者を育成するという目的を果たしていない
のが実態である．商業科卒業者の事務職以外の販売，サービス，生産工程などの職に就く
割合が現在まで大きくなってきている．こうした状況は全国的に見られる傾向であるのか
を都道府県別の分析により明らかにしていく．
　本研究は，高等学校の商業科に着目し，工業科を比較軸として，学校基本調査報告書を
基に商業科の平成 28 年 3 月卒業者の就職における都道府県別の就職率，職種等の分析から
現状の高等学校商業科の果たすべき機能を考察する．
　本研究の課題にアプローチするために，次のような構成をとることにする．第 2 章では，
都道府県別の基礎データにより，47 都道府県のなかから都市部の 5 都道府県，地方部の 5
都道府県の 10 都道府県を抽出し，進学率と就職率の分析と商業科と工業科の生徒数，商業
科の男女別就職率から各都道府県の特色を分析し考察する．第 3 章では，高等学校商業科
卒業者の就職状況および職種構成を平成 28 年度 3 月卒業の進路から考察する．第 4 章で
は，第 3 章の結果を 10 都道府県の中から都市部の就職率の高い愛知県，地方部の就職率の
低い高知県の新規高等学校卒業者の就職状況を考察する．第 5 章では，職業別の就職者割
合を都道府県別に分析し考察する．



43

高等学校商業科卒業者の職種について― 都道府県別のデータ分析 ― 

2．都道府県別基礎データ
（1）高校生の進路に関するデータと分析

　近年，大学進学率（短期大学を含めた）は 50％を超え，平成 27 年度の結果ではおよそ
52％である．普通科の卒業生に限定すれば，大学進学率は 64.1％であり，近年，女子の進
学率が男子を上回っている．長年に渡り，日本においては，男子の大学進学率が女子より
高い傾向にあったが，やっと欧米の状況に近づいた．普通科以外の学科においては，工業
科では，進学率は低く，就職率が 67％と非常に高い割合を示している．商業科では，男子
の進学率が高く，女子の就職率が高い傾向を示している．商業科に関しては，以前よりは
就職率が減少して，進学率が高まる傾向にある．

表 2-1　平成 28 年 3 月各学科別学生数

平成 28 年度学校基本調査を基に筆者作成

表 2-2　高等学校卒業者の進路（平成 28 年 3 月）

平成 28 年度学校基本調査を基に筆者作成

図 2-1　高等学校卒業生の就職率
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　我が国の高校生の就職率の推移を見ると，1964 年の東京オリンピック前後での高度経済
成長期にピークの 65％前後となったが，その後減少して現在は 20％を切っている．
　就職率が 50％前後あった時代は，商業高校は社会に必要な商業知識を身に着けた人材を
排出する教育機関としての役割を果たしていた（図 2-1）．現在は，その学校数（学科数）
も減少して，その役割の見直しが求められている．

（2）都道府県別大学進学率と就職率
　都道府県別の大学進学率と就職率の関係を見ると，図 2-3 のように分布している．

図 2-3　都道府県別の大学進学率と就職率

図 2-2　高等学校卒業生男女別就職率
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　全体の傾向としては，進学率の高い都道府県では就職率が低い傾向にある．進学率が低
く，就職率が高い地域は，青森，秋田などの東北地域と佐賀，長崎などの九州地域である．
この傾向は，人口に関係しているわけではない．人口の少ない鳥取や島根の進学率が極端
に低いわけではない．特別注目すべき県は沖縄であり，進学率は全国で突出して低いが，
就職率も高くない状況である．沖縄県にある大学の校数は，8 校（国立 1 校，公立 3 校，私
立 4 校）であり，佐賀や島根の 2 校に比べると，極端に少ないわけではない．各都道府県
の個別の状況を分析する価値がある．

（3）商業科と工業科の生徒数

　18 歳人口は，平成 4 年をピークに減少の一途を辿っている．商業科や工業科の生徒数は，
昭和 45 年以降急激に減少している．この図 2-4 は，全体に対する割合を示したグラフであ
るため，商業科の生徒数の減少は著しい．また，単独の商業高校の数も減少しており，商
業教育の機能を再確認する必要がある．

（4）商業科の男女別就職率

　図 2-5 は，人口別都道府県の上位 5 県と下位 5 県の商業科での男女別就職率を散布図に
したものである．直線が，男女の割合が等しいことを示している．秋田を除く，人口の少
ない都道府県では，男子の就職率が高く，女子が低い．大阪は，女子の就職率が男子より
も極端に高い状況にある．特に注目すべきは高知で，男女共に就職率が低い．また，大学
進学率も低いことから，専門学校への進学が多い県である．これらの特殊な状況を説明す
る必要がある．

図 2-4　商業科および工業科生徒数推移
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（5）卒業生数に占める商業科・工業科の割合

　図 2-6 は，卒業生数別都道府県の都市部の上位 5 都府県と地方の下位 5 県の卒業生数に
占める商業科卒業者数の割合を，図 2-7 は工業科卒業生数の割合を，図 2-8 は商業科卒業生
比率と工業科卒業生比率を表 2-3 より散布図にしたものである．
　上位 5 都府県では商業科，工業科とも卒業生に占める割合が低い．ただし，愛知県にお
いては商業科，工業科とも他の 4 都府県に比べ割合が高い．これは，愛知県の経済が好調
であると考えられ，高等学校卒業者の新卒採用が活発に行われている状況である．よって，
中学校卒業後の進路に関してもこの状況は把握されており，商業科・工業科などの職業科
高等学校への進学者が多いことが考えられる．
　下位 5 県では商業科，工業科とも卒業生に占める割合が高い．地方では高等学校新卒者
の求人数が少ないにもかかわらず職業科高等学校の卒業生割合が高いのは，地元の中小企
業への就職がある程度確保されている状況ではないかと考える．
　これらの分析の結果，高等学校卒業後の進路に関して都市部では進学志向が強く，地方
は今日においても就職志向が残っているのである．

図 2-5　商業科男女別就職率
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表 2-3　卒業生に占める工業科・商業科の卒業生比率

平成 28 年度学校基本調査を基に筆者作成

図 2-6　商業科比率散布図
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3．高等学校商業科 H28 年 3 月卒業者の就職状況および職種構成

　学校基本調査報告書による高等学校商業科平成 28 年 3 月卒業者の就職率は全国平均 43．
4％である．男女別で比較すると，男子が 40.0％であり，女子が 45.3％で若干の差はあるも
ののほぼ均衡が保たれている．この結果は，商業科という職業専門学科の学習をしてきた
にもかかわらず，半数以下の卒業者しか就職をしていない状況は，高等学校卒業者就職難

図 2-7　工業科比率散布図

図 2-8　商業科・工業科比率散布図
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に起因しており，就職を希望していても大学・短期大学および専門学校等に進学せざる得
ない現状であると考える．また，大学・短期大学および専門学校が少子化による学生確保
の観点により普通科以外の商業科他職業専門学科卒業者の囲い込みも影響している．
　次に商業科を卒業し就職した者がどのような職種に就いたかを商業科の伝統的な即戦力
の事務員養成機関という観点から考察することにする．就職者数に占める事務従事者が
33.4％であり，男女別では男子が 11.7％，女子が 43.9％となっている．女子については事
務職の上位学歴卒業者が就くという今日の状況であるなか約 4 割が事務職に就いており，
商業科の一定の役割は果たしているといえる．男子に至っては商業科を卒業したにもかか
わらず，ほぼ事務職に就けていないのが現状である．商業科卒業の男子就職者は高等学校
で習得したスキルを活かすことができずに 41.5％の者が生産工程従事者の職種に就いてい
る．工業科卒業者のように専門技術を持たない商業科卒業者は生産工程の単純作業に従事
していると考えられる．また，生産工程従事者以外に販売，サービスの職種の比率も高く
商業科の専門教育が必要でない職種に就く割合が高いことが分かる．
　工業科卒業者の進路状況をみると，就職率が 67.4％であり，その内約 70％が専門的・技
術的職業および生産工程に従事しており工業科の目的を果たしているといえる．

4．都市部，地方における高等学校商業科 H28 年 3 月卒業者の就職状況および職種構成

　平成 28 年度学校基本調査報告書より，卒業者人数を基準に卒業者数の多い都市部 5 都府
県，卒業者数の少ない地方 5 県を対象に商業科卒業者の就職状況および職種構成を考察す
る．
　都市部と地方の商業科卒業者就職率を都市部は低く，地方は高いと仮定したのであるが，
学校基本調査の結果，都市部と地方に差がないことが判明した．職種については，都市部
の東京都，神奈川県で事務職に就いている割合が多くなっている．これは企業が首都圏に
集中し，希望した職種に就くことが地方に比較すると容易であることが考えられる．地方
の高知県，島根県は商業科を卒業しても，約 20％しか事務職に就けていない．今日の我が

表 3-1　【全国】平成 28 年 3 月学科別卒業者数及び状況の割合，学科別就職者数，職業別就職者数及びその割合

平成 28 年度学校基本調査を基に筆者作成
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国の経済状況を反映し，地方で商業科卒業者が事務職に就くのは容易なことではない．
　このような状況下を踏まえここでは，都市部から就職率の高い愛知県，地方から就職率
の低い高知県を取り上げ平成 28 年 3 月卒業者の就職状況を考察してみたい．

（1）愛知県の新規高等学校卒業者の就職状況

　厚生労働省愛知労働局（参考文献 23）による新規高等学校卒業者の求人および就職決定
状況では，愛知県の平成 28 年 3 月新規高等学校卒業者の求人数は 29,890 人，求人倍率は
2.61 倍であり，前年同期に比べ 0.21％の上昇なり，全国平均の求人倍率が 2.04 倍を上回っ
ている．また，産業別の求人数は，製造業が求人数の 42.8％を占め，そのなかでもトヨタ
自動車株式会社およびその関連企業を中心とする愛知県の基幹産業である輸送用機械器具
製造業では，製造業の 43.8％の求人数となっている．就職決定者数は，11,431 人で前年比
3.6％増であり，就職決定率も 99.7％で前年比 0.2％増であった．
　産業別の就職先は求人数に比例して，製造業 54.8％，卸売・小売業 9.6％，建設業 6.3％
の構成比となっている．職種別の就職先の構成比でも生産工程従事者が 53.9％，サービス
業 11.0％，事務従事者 10.8％の順で，特に，男子の生産工程従事者は 66.8％と製造業の生
産工程従事者に就く者の割合が高くなっている．このように，愛知県の新規高等学校卒業
者の就職状況は高水準の結果となっている．また，愛知県の新規高等学校卒業者の県内就
職率もこの高水準の結果を反映して 96.5％と就職者のほとんどが県内で就職している．こ
の県内就職率は全国第一位である．
　高等学校商業科新規卒業者の就職状況をみると，商業科から事務従事者に就く割合が都
市部の都道府県のなかでは 30.1％（男子：12.0％，女子；41.1％）と低い．この傾向は製造
業の求人が多い愛知県では，高等学校商業科新規卒業者においても製造業の生産工程に従
事する割合が他の都市部の都道府県より多いことによる状況が考えられる．一方工業科高
等学校新規卒業者の就職状況は当然であるが生産工程に就く者の割合が 67.6％（男子：
68.7％，女子：48.3％）と他の都市部の都道府県より高く，愛知県では県内企業の雇用需要
に対応する工業科高等学校の存在意義を有し，設置目的を果たしていると考える．
　このように愛知県では高等学校新規卒業者が職種に拘らなければ基幹産業である輸送用
機械器具製造業中心に容易に県内就職ができる状況である．

（2）高知県の新規高等学校卒業者の就職状況

　厚生労働省高知労働局（参考文献 24）による平成 28 年 3 月新規高等学校卒業者の求人
倍率は 1.56 倍であった．高知県内の産業別求人数 1,582 人であり，製造業，建設業，卸売
業・小売業の順になっており，職種別の求人数は，技能工・採掘・製造・建築およびサー
ビスの職種において約 60％を占めている．また，高知県外の産業別，職種別求人数も県内
求人と同じ傾向にある．なお，求人総数 3,255 人に対し県内求人は 49％で，県外求人の割
合は 51％と県外求人数の方が多くなっており，実際に就職者の内 34％が県外に就職してい
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る．この県外就職率は四国 4 県同様にみられる傾向であるのかを香川県と比較すると，香
川県では，平成 28 年 3 月新規高等学校卒業者の就職者数 1,625 人（男子：1,073 人，女子：
552 人）の内県外就職者は 192 人と就職者全体の 11.8％である．香川県での生産活動は，電
気機械で需要の増加がみられ，雇用情勢は，有効求人倍率 1 が四国 4 県の平均 1.32 倍（平
成 28 年 3 月）に対し 1.49 倍（平成 28 年 3 月）と県内の雇用需要が上昇しており，新規高
等学校卒業者の就職者数においても県内就職率が高くなっている．高知県の新規高等学校
卒業者の県外就職率が高い状況は，四国 4 県の平均有効求人倍率に達していない 1.06 倍

（平成 28 年 3 月）という雇用情勢に起因していると考えられる．また，高知労働局による
と高知県は，県外求人と比べて県内求人の提出時期が遅く，結果，不本意ながら県外へ就
職する傾向があるとの要因を挙げている．
　このような高知県の雇用情勢は県内総生産及び企業数等にも関係していると考えられ
る．平成 26 年度の県内総生産（内閣府県民経済計算）で 47 都道府県中 46 位となってい
る．高知県の企業数（内非一次産業）は 26,339 社（内大企業 26 社）で 47 都道府県中 44
位である．中小企業基本法第 2 条第 1 項の定義による中小企業の構成率が 99.9％であり，
中でも小規模企業の割合が 88.4％を占めている（参考文献 29）．企業数は新規高等学校卒
業者求人倍率の低さに直接的に影響しているのではないかと考えられる．
　一方香川県は，平成 26 年度の県内総生産（内閣府県民経済計算）で 47 都道府県中 36 位
となっている．香川県の企業数（内非一次産業）は 32,805 社（内大企業 62 社）であり，県
内就職を容易にしているのではないかと考える．

　高知県の高等学校商業科新規卒業者の就職状況は，高知県内の事務職求人数が県内求人
総数の 7.2％しかなく，商業科新規卒業者で事務職に就けたのは 21.4％（男子： 13.6％，女
子： 29.3％）である．約 8 割の商業科新規卒業者が身に付けた知識・技能を活用できてい
ない状況である．この状況から商業科新規卒業者は販売従事者，サービス職業従事者，生
産工程従事者他様々な職種に就いる．特に，卸売・小売業の販売従事者の求人数が増加し

表 4-1　中小企業基本法第 2 条第 1 項（中小企業者の範囲及び用語の定義）

出典：中小企業庁
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ており（参考文献 28），小売業界における県外からの新規出店と一部県内企業の店舗網拡
大という供給サイドの要因がある．このように商業科で学ぶ必要性以外の職に就く傾向か
ら商業科の設置目的を果たしていない状況である．
　工業科新規卒業者は 51.6％（男子：52.6％，女子：39.3％）が生産工程従事者として就職
しており，全国平均の 58.8％（男子：59.7％，女子：48.2％）には届かないものの，工業科
の教育目的という点では一定の成果を挙げている．しかし，製造業における経済活動別県
内総生産は 47 都道府県中 47 位と最下位であり，製造業の生産工程従事者として就職でき
たものの就職先企業はそのほとんどが小規模企業であると考えられる．

表 4-3　平成 28 年 3 月卒業者　商業科就職状況，職業別就職者数及びその割合

表 4-2　平成 28 年 3 月卒業者　商業科卒業者数進路状況及びその割合

平成 28 年度学校基本調査を基に筆者作成
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表 4-4　平成 28 年 3 月卒業者　工業科就職状況，職業別就職者数及びその割合

平成 28 年度学校基本調査を基に筆者作成

平成 28 年度学校基本調査を基に筆者作成

表 4-5　2015 年度県民所得及び高校生就職比率

『データでみる県勢 2017 版』を基に筆者作成
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表 4-6　2015 年度県民所得及び高校生就職比率に関する回帰分析結果
概要

分散分析表

筆者作成

図 4-1　県民所得，高校生就職比率散布図
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　高校生就職率を目的変数としたとき，説明変数としての要因が何であるのかを，県内企
業数，県内総生産 2，県民所得 3（表 4-5）の 2015 年のデータを基に分析を行った．これら
のデータを使用し重回帰分析を行った結果，説明力を表す決定係数は低いが高校生就職率
に相関がある説明変数は県民所得であった．
　県民所得と高校生就職比率の散布をグラフ化すると図 4-1 となり，県民所得の低い県は
就職比率が高い傾向にある．秋田県はその傾向が顕著に表れている．しかし，県民所得が
低いにも拘らず就職率も低いという傾向にあるのが高知県である．この高知県の就職率の
低さを考察すると，2015 年度卒業者の雇用比率は 78.7％と 10 都道府県の中では最も低い．
また，大学進学率，専修学校専門課程 4 進学率，就職率の合計が 84.4％となっており，15.6％
の卒業者の進路が明らかになっていない．この高知県の状況は，自営業主と家族従業者 5

の比率が，他府県に対して非常に高い（表 4-7）．進路に対しても，進学率も就職率も低い．
秋田の様に，進学率が低ければ，就職率が高いのは理解できるが，高知では進路不明者が
多いのは，家族従事者が多いためではないかと考えられる．また，専門学校一般課程 6 へ
の進学が全国一位の 11.8％（2018 年 3 月卒業者）と高いことが挙げられる．この専門学校
一般課程への進学は専門学校（専門課程）への進学には集計されず，2015 進路不明の割合
が多い結果となっている．これは，専門学校一般過程において短期間に希望職種に関連す
る資格を取得し就職する際のスキルを得ようとする傾向にあると考えられる．

表 4-7　2015 年度従業上の地位別就業者割合及び 2015 年度卒業生進路

『データでみる県勢 2017 版』を基に筆者作成
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5．職業別就職者割合の分析

　商業科と工業科の教育目標は，当然異なるはずである．各学校における就職した生徒の
職業別データに注目した．商業科就職者の中では，本来就職すべき分野である事務・販売・
サービスに従事した割合を，工業科就職者の中では，専門的技術的職業・生産工程に従事
した割合を求めた．図 5-1 は，その割合を男女別でまとめたものである．全体の傾向とし
ては，商業科の就職者の中で，事務・販売・サービス業への就職割合は，圧倒的に女子が
多く，工業科では男子が多いことがわかる．このことは，職業の職種によって男女の偏り
が大きいことを示している．特に，香川では男女の偏りが極端であり，県内の事情を反映
しているものと思われる．今後，詳細なデータ収集と多変量解析を含めた統計分析から，
商業科の就職行動を説明したい．
　商業科の専門教育は過去から現在に至るまで基本的に簿記会計を中心に近年では情報等
の科目を履修している．高等学校 3 年間で身につけた知識・技能は経理をはじめとする事
務職でそれが発揮できる．商業科卒業で販売・サービス・生産工程の職種に就く者は 3 年
間の専門知識・技能が活かせない．事務業務の OA 化により事務職の求人数が減少してい
る今日，卒業後の進路を考えるにあたって，大学・短期大学・専門学校へ進学し，より高
度な知識・技能を身に付けようとする行動に表れているのではないかと考える．

6．おわりに

　学校基本調査報告書を基に高等学校商業科の平成28年3月卒業就職者の職種について分
析し考察してきた．調査対象とした 10 都道府県の商業科卒業就職者の多くが事務職に就け
ず，商業教育を受けてきた 3 年間を実社会で活用することができていない状況であり，特
に地方の商業科でこの状況が著しい．首都圏である東京都，神奈川県，埼玉県の商業科に

図 5-1　商業科・工業科職業別就職者割合
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関しては今日の経済状況を反映して職種を選べる余裕があり，事務に従事者する者の割合
が他の都道府県よりも高いことが判明した．しかし，学校基本調査報告書では事務従事者
と職種を一括りにしているので，商業科で得た専門知識，専門技能が直接活用できる経理
職等の事務職に就けたかは不明である．
　また，この 10 都道府県で商業科卒業生の就職率の最も高い愛知県と最も低い高知県を取
り上げそれぞれの就職状況を様々な角度から考察した結果，愛知県では基幹産業の輸送用
機械器具製造業を中心に新規高等学校卒業者の求人数が多く商業科卒業者からも製造業の
生産工程従事者として県内で就職する者の割合も高いことがわかった．一方高知県新規高
等学校卒業者の就職率の低さは何に起因するものなのかを特定するため回帰分析を試みた
結果，県民所得が関係しているのではないかということがわかった．その他，家族従業者
の割合が高いことも関係していることが明らかになった．こうした高知県の状況は県外就
職者が就職者の約 1/3 に達していることにも表れ，全体的に求人数が少ない関係から商業
科卒業者が事務従事者に就く割合も 10 都道府県中最下位であり，求人数が比較的多い職種
の販売従事者，サービス職業従事者に就く割合が高くなっているということが浮き彫りと
なった．
　このような状況は商業科の進学率が専門学校も含め全国平均で 5 割を超えており，もは
や商業科が専門知識，専門技能を身に付け即戦力のとして事務職に従事する時代では無く
なったのである．高等学校新卒者の事務系求人数が減少している今日，大学，短期大学，
専門学校に進学し，教養とより高度な専門知識を修得しようとする動向が窺える．また，
高等学校商業科で得た専門技能，専門知識をリセットし，連続性のない進学もあると考え
られる．
　このように今日の高等学校商業科は時代のニーズに対応しきれていない側面を持ち，伝
統的な商業教育の場ではなくなったのではないか．高等学校商業科の設置目的を，平成 31
年度より，実践的な職業教育を行う新たな高等教育機関として創設される専門職大学，専
門職短期大学への進学校としての役割を果たしてはどうかと考える．高等学校商業科卒業
は同時に事務従事者に就くという概念をこの際捨ててはどうだろうか．そのようにしなけ
れば高等学校商業科の学科数は減少の一途をたどりやがて消滅していくであろう．もはや
高等学校商業科は社会の要請に応えられないのが実状であることが窺える．
　一方商業科との比較軸とした高等学校工業科新規卒業者の就職状況は，7 割の者が専門
的・技術的職業従事者と生産工程従事者の職種で就職をしている（表 3-1）．これは高等学
校 3 年間で身に付けた技能・知識を実社会ですぐに活かせる教育が実施されている結果で
あると考える．
　この研究を踏まえ，高等学校商業科から高等教育機関等においての商業教育について現
在社会に対応できるか否かの再考が必要であると考えられる．本研究の対象とした 10 都道
府県は学校基本調査の職業別就職者数が公表されている卒業生数上位と下位のそれぞれ 5
都道府県であり，47 都道府県すべての調査には至らなかった．これを今後の課題として更
なる研究を続けたい．
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脚注
1	 全国の公共職業安定所に申し込まれている求職者数に対する求人数の割合．有効求人数（前月から

繰り越された求人数とその月の新規求人数との合計）を有効求職者数（前月から繰り越された求職
者数とその月の新規求職申込件数との合計）で除したもの．（出典：デジタル大辞泉）

2	 県内総生産のランキング．県内総生産とは県内で算出されたサービスの総額（出荷額，売上高など）
から原材料費・光熱費を差し引いたもので，県内で算出された付加価値の総額を意味する．（出典：
都道府県別統計とランキングで見る県民性 http://todo-ran.com/t/kiji/10709）

3	 県民所得は，県民経済計算の生産・分配・支出の三面のうち，分配面で計算されます．給料や退職
金などにあたる雇用者報酬，利子や賃貸料などの財産所得，会社や自営業の営業利益にあたる企業
所得からなり，県民個人の所得（給与）だけではなく企業の利潤なども含んだ県民経済全体の所得
を表す．（出典：徳島県 http://www.pref.tokushima.jp/FAQ/docs/00005517/）

4	 専修学校全体の約８割はこの課程です．高等学校教育の基礎の上に，社会生活に即した，柔軟かつ
実用的なカリキュラムで，より高度な専門的技術・技能の修得を目指した教育を行います．専門学
校は大学とともに，高等教育の重要な一翼を担っています．（出典：一般財団法人 職業教育・キャ
リア教育財団 http://www.sgec.or.jp/scz/foundation/system/special_system.html）

5	 自営業主の家族で，その自営業主の営む事業に無給で従事している者のことである．（出典：独立行
政法人労働政策研究・研修機構 http://www.jil.go.jp/kokunai/statistics/yougo/d07.html）

6	 専修学校のうち，高等課程，専門課程以外の教育を行っているのが一般課程です．入学資格や年齢
に関係なく，誰でも自由に専門的な知識・技術を学べるところに特色があります．今後の生涯学習
社会へ向けて，さらに期待される課程です．（出典：一般財団法人 職業教育・キャリア教育財団
http://www.sgec.or.jp/scz/foundation/system/special_system.html）
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